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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高（百万円） 9,486 10,775 11,862 13,150 14,815

経常利益（百万円） 882 844 1,081 899 1,388

当期純利益（百万円） 466 385 557 410 511

純資産額（百万円） 4,455 4,648 4,978 5,194 5,511

総資産額（百万円） 12,669 14,136 16,284 18,234 18,027

１株当たり純資産額（円） 618.54 327.43 350.56 365.82 388.31

１株当たり当期純利益金額

（円）
64.75 27.00 39.29 28.89 36.04

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 35.2 32.9 30.6 28.5 30.6

自己資本利益率（％） 10.9 8.5 11.6 8.1 9.6

株価収益率（倍） 9.27 29.63 16.54 30.46 20.81

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
1,745 1,663 2,263 1,765 3,136

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
△2,076 △2,268 △2,452 △3,429 △2,430

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円）
222 594 1,329 968 △687

現金及び現金同等物の期末残

高（百万円）
454 443 1,583 888 906

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］

（人）

222

〔－〕

244

〔－〕

256

〔－〕

282

〔－〕

291

〔－〕

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第46期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成15年10月31日　企業会計基準適用指針第６号）を適用しております。

４．第47期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

５．第49期より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用

しております。これによる当連結会計年度の業績への影響はありません。

６．連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりましたが、当

連結会計年度より百万円単位をもって記載することに変更しました。 
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高（百万円） 6,414 7,644 8,470 9,239 9,587

経常利益（百万円） 702 698 895 783 1,054

当期純利益（百万円） 370 362 466 416 535

資本金（百万円） 582 582 582 582 582

発行済株式総数（千株） 7,208 14,416 14,416 14,416 14,416

純資産額（百万円） 4,276 4,443 4,684 4,908 5,249

総資産額（百万円） 8,609 9,718 10,053 10,948 11,143

１株当たり純資産額（円） 593.60 313.03 329.97 345.82 369.80

１株当たり配当額

（内１株当たり中間配当額）

（円）

20.00

（－）

12.50

（－）

10.00

（－）

10.00

（－）

12.00

（－）

１株当たり当期純利益金額

（円）
51.42 25.42 32.84 29.37 37.74

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 49.7 45.7 46.6 44.8 47.1

自己資本利益率（％） 8.9 8.3 10.2 8.7 10.5

株価収益率（倍） 11.67 31.47 19.79 29.96 19.87

配当性向（％） 38.9 48.9 30.5 34.0 31.8

従業員数

［外、平均臨時雇用者数］

（人）

128

〔－〕

139

〔－〕

130

〔－〕

132

〔－〕

141

〔－〕

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第46期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成15年10月31日　企業会計基準適用指針第６号）を適用しております。

４．平成17年５月20日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。このため、第46期の１株当たり当

期純利益は分割後の期中平均株式数により、１株当たり純資産は分割後の期末発行済株式総数により算出し

ております。

５．第46期の１株当たり配当額には創立50周年記念配当２円50銭を含んでおります。

６．第47期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

７．第49期より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分）を適用

しております。これによる当事業年度の業績への影響はありません。

８．第49期の１株当たり配当額には、グループのお客様件数20万件達成の記念配当２円00銭を含んでおります。

９．財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりましたが、当事業

年度より百万円単位をもって記載することに変更しました。 
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２【沿革】

　当社（実質上の存続会社、旧商号千葉瓦斯株式会社）は、昭和30年５月13日、千葉県千葉市に資本金500千円をもって

設立されました。

　その後、経営の合理化、効率化を図る目的で、昭和50年12月31日を合併期日として、京葉住設株式会社（形式上の存続

会社、昭和36年５月26日設立、本店所在地千葉県千葉市）に吸収合併されており、登記上の設立年月日は昭和36年５月

26日であります。

　その後、昭和51年２月５日に商号を千葉瓦斯株式会社に変更し、更に、平成３年３月22日に株式会社クレックスに商

号を変更して、現在に至っております。

　合併前の京葉住設株式会社は、当初、不動産の売買、賃貸、仲介及び斡旋等を事業の目的とし、その後、住宅設備機器の

販売及び工事並びにガス工事等を事業の目的に加えて事業展開をしておりましたが、この合併により、被合併会社で

ある旧千葉瓦斯株式会社の資産及び権利義務の一切を引き継ぐとともに、その営業活動を全面的に継承致しました。

　従いまして、この「有価証券報告書」におきましては、特記しない限り、実質上の存続会社である旧千葉瓦斯株式会

社について記載しております。
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年月 事項

昭和30年５月 ＬＰガス供給・販売を目的として千葉県千葉市千葉寺町に資本金500千円で千葉瓦斯株式会社（現

株式会社クレックス）を設立

昭和38年７月 千葉県千葉市今井町本店内に千葉営業所（現兼千葉支店）を設置

昭和39年９月 千葉県習志野市に船橋営業所（現兼船橋支店）を設置

昭和49年８月 千葉県流山市に柏営業所を設置

昭和50年12月京葉住設株式会社と合併し、商号が京葉住設株式会社となる

昭和51年２月 商号を千葉瓦斯株式会社に変更

昭和54年３月 三菱液化瓦斯株式会社(現アストモスエネルギー株式会社)より菱総ガス株式会社の全株式を取得

昭和54年４月 当社のお客様数10,000件達成

昭和56年５月 当社の100％出資会社である子会社茨城ガス株式会社（現札幌ガス株式会社、茨城県土浦市）を設

立

昭和56年６月 橋本燃料店（宮城県泉市、現仙台市青葉区）よりＬＰガス販売に関する営業権を取得

子会社宮城ガス株式会社（現トーホクガス株式会社、仙台市泉区）を設立し、同社へ同営業権を譲

渡

昭和57年４月 三菱液化瓦斯株式会社より菱都ガス株式会社の全株式を取得

昭和58年９月 関連会社宮城ガス株式会社（宮城県桃生郡矢本町）を設立、資本参加

昭和59年11月三和土地建物株式会社（現株式会社クレックス三和、仙台市青葉区）を設立

昭和60年１月 千葉県市原市に市原営業所を設置

昭和61年７月 当社の100％出資会社である子会社千葉瓦斯石油販売株式会社（千葉県千葉市末広）を設立

昭和62年４月 福島県郡山市に福島営業所を設置（現トーホクガス株式会社郡山営業所）

昭和62年４月 千葉、船橋、柏、銚子、市原、郡山各営業所の液化石油ガス販売事業許可(経済産業大臣)を取得

昭和62年12月当社のお客様数20,000件達成

昭和63年６月 札幌市豊平区に札幌支店を設置

昭和63年12月茨城県土浦市に土浦営業所を設置

平成２年９月 子会社茨城ガス株式会社を札幌ガス株式会社に商号変更し、本店を札幌市厚別区に移転

平成２年10月 子会社宮城ガス株式会社をトーホクガス株式会社に商号変更し、本店を仙台市青葉区に移転

平成３年１月 千葉瓦斯供給センター株式会社（現平山恒産株式会社）より三和土地建物株式会社（現株式会社

クレックス三和）の全株式を取得

平成３年３月 商号を株式会社クレックスに変更

平成３年３月 札幌地区のＬＰガス販売に関する営業の全部を子会社札幌ガス株式会社に譲渡

平成３年４月 本店を千葉県千葉市加曽利町に移転

平成３年４月 子会社千葉瓦斯石油販売株式会社より石油販売事業に関する営業の全部を譲受け、同社解散

平成３年４月 子会社菱都ガス株式会社より簡易ガス事業に関する営業の全部を譲受け、同社解散

平成３年４月 子会社三和土地建物株式会社を株式会社クレックス三和に商号変更

平成３年６月 子会社菱総ガス株式会社を合併し、同社を解散

平成４年７月 埼玉県蓮田市に埼玉営業所を設置

平成５年９月 当社のお客様数30,000件達成

平成６年11月 子会社株式会社クレックス三和の本店を仙台市青葉区に移転

平成９年６月 当社のお客様数40,000件達成

平成９年７月 栃木県宇都宮市に宇都宮営業所（現兼関東支店）を設置

平成11年５月 長野県長野市に長野営業所（現兼上信支店）を設置

平成12年３月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成12年４月 当社のお客様数50,000件達成

平成13年４月 当社の100％出資会社である子会社株式会社三浦商亊プロパンセンター(千葉県習志野市)を設立

平成13年６月 福島県福島市に福島営業所を設置

年月 事項

平成13年９月 群馬県高崎市に群馬営業所を設置

平成13年12月子会社株式会社三浦商亊プロパンセンターを常総ガス株式会社に商号変更し、本店を茨城県ひたち

なか市に移転

平成14年１月

平成14年５月

栃木県小山市に小山営業所を設置

当社のお客様数60,000件達成

平成15年２月 茨城県ひたちなか市に水戸営業所を設置

平成15年７月

平成16年３月

当社の66.7％出資会社である子会社フクシマガス株式会社（福島県会津若松市）を設立

当社のお客様数70,000件達成
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年月 事項

平成16年10月フクシマガス株式会社の株式33.3%を取得し当社の出資比率100%

平成16年12月日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年２月 山梨県甲府市に甲府営業所を設置

平成17年10月当社のお客様数80,000件達成 

平成18年９月 子会社杉野石油ガス株式会社（千葉県南房総市）を設立

平成18年10月埼玉県行田市に熊谷営業所を設置

平成19年１月 フクシマガス株式会社をトーホクガス株式会社に吸収合併

平成19年１月 福島営業所、郡山営業所、いわき営業所のＬＰガス販売部門を会社分割し、トーホクガス株式会社へ

統合

平成19年12月株式会社藤森プロパン商会（長野県安曇野市）の全株式を取得

平成20年４月 当社グループのお客様200,000件達成

平成20年６月 栃木県那須塩原市に那須塩原営業所を設置

平成20年10月当社のお客様数90,000件達成

平成21年４月 当社長野県松本地区のＬＰガス販売部門を会社分割し、子会社 株式会社藤森プロパン商会へ統合

平成21年４月 株式会社旭商会（青森県八戸市）の株式92.5％を取得
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３【事業の内容】

　当社グループは、当社及び連結子会社６社、関連会社１社、その他の関係会社１社より構成されており、事業はＬＰガ

ス、ガス器具、灯油の販売を主にこれに附帯する工事、器具修理等を行っているほか、不動産賃貸及びその管理等を

行っております。

　事業内容と当社及び関係会社の当該事業に係る位置づけ並びに事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりで

あります。

　なお、事業区分は「第５経理の状況　１ 連結財務諸表等（１）連結財務諸表　注記事項」に掲げる事業の種類別セグ

メントと同一であります。

区分 取扱商品等 主要な会社

ガス事業
ＬＰガス、ガス器具、灯油、

ガス工事、器具修理等

当社、トーホクガス㈱、札幌ガス㈱、

㈱藤森プロパン商会、杉野石油ガス㈱、

常総ガス㈱、宮城ガス㈱

不動産事業 不動産の賃貸、販売、管理等
当社、トーホクガス㈱、札幌ガス㈱、　　㈱ク

レックス三和、平山恒産㈱

　当企業集団の取引を図示しますと次のとおりとなります。

　（注）無印　連結子会社

※１　関連会社で持分法非適用会社

※２　その他の関係会社
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４【関係会社の状況】

(1）連結子会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事
業の内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容 主要な損益情報等
百万円

(1）売上高
(2）経常利益
(3）当期純利益
(4）純資産額
(5）総資産額

役員の兼任

資金援助
営業上
の取引

設備の
賃貸借当社役員

（名）

当社
従業員
（名）

トーホクガス

㈱

仙台市

　青葉区
98

ガス事業、

不動産事業
100 4 －

融資

1,940百万円

債務保証

281百万円

当社より

ＬＰガス

及び器具

販売

－

(1)　5,395

(2）　 504

(3） 　110

(4）　 650

(5)　5,626

札幌ガス㈱
札幌市

　厚別区
98

ガス事業、

不動産事業
100 3 －

融資

1,306百万円

債務保証

221百万円

当社より

ＬＰガス

及び器具

販売

－

(1） 2,701

(2） △136

(3）  △89

(4） 　 40

(5） 4,907

㈱クレックス

三和

仙台市

　青葉区
10不動産事業 100 3 －

融資

62百万円

債務保証

5百万円

賃貸の仲

介及び管

理の委託

－ －

㈱藤森プロパ

ン商会

長野県

　安曇野市
10ガス事業 100 3 2

債務保証

55百万円

同社より

ＬＰガス

仕入及び

同社へガ

ス工事委

託

－ －

杉野石油ガス

㈱

千葉県

　南房総市
30ガス事業 90 5 － －

当社より

ＬＰガス

及び器具

販売

－ －

常総ガス㈱

茨城県

ひたちなか

市

40ガス事業 100 4 1 －

当社より

ＬＰガス

及び器具

販売

－ －

　（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．トーホクガス㈱、札幌ガス㈱は、特定子会社に該当します。

３．上記子会社のうち有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

４．トーホクガス㈱、札幌ガス㈱については、売上高（連結会社間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める

割合がそれぞれ100分の10を超えております。

(2）その他の関係会社

名称 住所
資本金
（百万円）

事業内容
議決権の被
所有割合
（％）

関係内容
役員の兼任

資金援助 取引内容当社役員
（名）

当社従業員
（名）

平山恒産㈱ 千葉県船橋市 10不動産事業 31.05 1 1 － 事務所家賃
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

ガス事業  196

不動産事業  2

全社（共通）  11

合計  209

　（注）１．上記の他に、準社員８２名（ガス事業７３名、不動産業２名、全社（共通）７名）がおります。

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。

(2）提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

区分 従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

正社員 74 36.8 9.3 4,666

専門職社員 27 59.2 4.6 2,742

合計または平均 101 42.8 8.0 4,152

　（注）１．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

２．正社員及び専門職社員の他に、準社員４０名がおります。

３．従業員数には、受入出向社員３６名が含まれております。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。

EDINET提出書類

株式会社クレックス(E03334)

有価証券報告書

 9/85



第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、サブプライムローンに起因する世界的な金融市場の混乱による株価の下

落、急激な円高の影響などにより、企業の設備投資や個人消費が減退し、さらに昨秋の米国金融危機は世界的な景気

の停滞を顕著なものとしました。

　ＬＰガス業界におきましても、当連結会計年度前半にはＬＰガス輸入価格の高騰により、仕入価格が高値圏で推

移、一方、第４四半期には輸入価格の沈静化に伴い仕入価格が急落する等乱高下の激しい経営環境が続きました。

　このような状況下、当社グループでは、引続き新たなお客様の獲得に注力し、当連結会計年度末におけるお客様件

数は、グループ全体で、前年同期末に比べ7.5％増加しました。

　売上高は、お客様件数の増加に加え平成19年12月に子会社化した株式会社藤森プロパン商会の売上の寄与等で

14,815百万円となり、前年同期に比べて12.7％の増加となりました。　　　　　

　収益面においても、第４四半期の輸入価格沈静化に伴うＬＰガス仕入価格の急落により、売上総利益は4,230百万

円となり、前年同期に比べて23.5％の増益となりました。　　　　　

　営業利益は1,509百万円となり、前年同期比47.9％の増益となりました。

　経常利益についても1,388百万円（同54.3％増）、当期純利益は511百万円（同24.7％増）となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。

　ガス事業におきましては、上記のとおりお客様件数の増加等により売上高は14,438百万円（前年同期間比13.2％

増）、営業利益は1,390百万円（前年同期間比51.9％増）となりました。

　一方、不動産事業につきましては、売上高は376百万円（前年同期間比5.3％減）営業利益は119百万円（前年同期

間比13.0％増）となりました。

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ17百万円増加

し、906百万円（前年同期比2.0％増）となりました。

　　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は3,136百万円（前年同期比77.6％増）となりました。

　これは主に税金等調整前当期純利益1,043百万円に、減価償却費1,725百万円、減損損失421百万円等の非資金損益

項目を計上したことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は2,430百万円（前年同期比29.1％減）となりました。

　これは主にガス供給設備等の有形固定資産の取得による支出2,381百万円と投資有価証券の取得による支出236百

万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は687百万円と前年同期比1,656百万円の減となりました。

　これは長期借入金の借入れ400百万円、割賦資産長期未払金の増加1,737百万円の収入と、長期借入金の返済1,451

百万円、割賦資産長期未払金の支払1,457百万円および配当金の支払141百万円によるものです。
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２【販売、原価の状況】

(1）販売方法

①　ＬＰガスの販売は、集合住宅を中心とした家庭用及び業務用に販売いたします。また、物流面では、タンクロー

リー車により、他業者の充填基地の貯蔵タンクに受け入れ、当社グループまたは他業者の容器に充填して、直接消

費者に届けております。

②　ガス器具の販売は、消費者への直売であります。また、物流面では、当社グループの倉庫から直接消費者に届けて

おります。

③　灯油の販売は、消費者への直売であります。物流面では他業者の灯油基地から直接消費者に届けております。

(2）販売業績

　当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

前年同期比（％）

ガス事業（百万円） 14,438 113.2

不動産事業（百万円） 376 94.7

合計（百万円） 14,815 112.7

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）原価実績

　当連結会計年度の原価実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

前年同期比（％）

ガス事業（百万円） 10,364 109.5

不動産事業（百万円） 219 85.9

合計（百万円） 10,584 108.8

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

（１）当社グループの現状の認識と当面の対処すべき課題

　当社グループでは、平成18年度からグループ５ヵ年計画「５５２５」をスタートいたしました。本計画は創

立55周年である平成23年３月期において、当社グループの経営の基盤であるお客様数25万件の達成を目標と

しています。

　ＬＰガス業界を取り巻く環境は、競争の激化、ガス仕入価格の乱高下等引き続き厳しい状況が続くことが予

想されますが、目標達成に向け、グループの総力を挙げて取り組み、さらなる成長及び高収益路線の堅持に向

けＬＰガス供給業者としての地位を築いてまいります。

　当社グループは、５ヵ年計画「５５２５」の目標達成に向け、平成21年度は「風」をスローガンに掲げまし

た。厳しい経済環境下で逆風に立ち向かい、経済の流れ（風）を読み、積極的に事業展開、Ｍ＆Ａを行うこと

で、一層の発展をめざし、つぎの重点施策を強力に推進してまいります。
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（２）具体的な重点施策

①　ＬＰガスの売上は、お客様数の増加と密接に関連しています。

　そのため、つぎのとおりお客様数の獲得に傾注いたします。

イ．受注の拡大を図るため大手ハウスメーカー、不動産管理会社との連携強化を一段と進めます。そのため

技術力の向上、新築物件の紹介、アパート等のオーナーとの信頼関係を生かした既存物件の建て替え情報

の提供など、ギブアンドテイクのパートナーシップの関係を一層強化してまいります。

ロ．景気の下振れによる節約志向、消費減退、競合するエネルギー間の競争激化等ＬＰガス業界を取り巻く

厳しい経営環境から、今後とも業界再編成に一層の拍車がかかるものと思われます。当社グループは投資

効率を重視し、今後の営業拠点の展開等において、引続き積極的にＭ＆Ａを進めてまいります。

②　ローコスト経営を掲げ、アウトソーシングを活かしながら生産性の向上を図ってまいります。ＬＰガスの

仕入れ価格は乱高下の推移が予想されます。徹底した合理化、効率化の追求、そして効率的な設備投資、人員

の適正配置、経費の節減、資金の効率的運用などにより収益力の向上をめざし、経営基盤の強化を図ってま

いります。

③　生活に必須なインフラとしての社会的使命を全うするためには、安全・保安の確保はなによりも優先され

るべき課題です。日々の地道な活動の中で、着実な保安管理体制の一層の充実に努めてまいります。人材の

育成、技術力の向上、保安管理システムの高度化を図ることで、信頼されるＬＰガス供給事業者として、当社

グループの存在価値を高めてまいります。

④　多様化するお客様のニーズに迅速かつ的確に対応し付加価値の高いサービスを提供することで、お客様の

期待に応えてまいります。

ＬＰガス業界は競争激化、消費抑制、仕入れコストの変動など厳しい環境におかれてはおりますが、当社

グループは競争に勝ち抜く経営基盤を築き、高成長、高収益性の持続をもって、さらなる飛躍を期す所存で

ございます。

４【事業等のリスク】

　以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる事項を記載しておりま

す。

　当社グループは、これらのリスク発生を確認した上で、問題の発生及び発生した場合の対応に努める所存でありま

す。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1)　経営成績の季節的変動について

　当社グループの主力商品であります ＬＰガスにつきましては、 需要が冬期に集中していることから、売上高、営

業損益が第４四半期を中心として偏る傾向があります。また、猛暑、冷夏、暖冬など気候要因によっても変動いたし

ます。気候の変動があった場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(2）　新たなお客様の開拓がハウスメーカーへ依存していることについて

　当社グループの新たなお客様の開拓にあたっては、その多くをハウスメーカーやマンション建設会社より紹介を

受けております。

　そのため、当社グループ営業地域での新規住宅着工件数動向のほかに、紹介を受けているハウスメーカー等の受注

動向や営業方針が、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(3）　ＬＰガスの輸入価格が販売価格に与える影響について

　当社グループのガス事業の売上高の総売上高に占める割合は、平成21年３月期には97.5％となっております。

　ＬＰガスは、その80％以上を中東諸国からの輸入に依存しており、中でもサウジアラビアからの輸入が最も多く、

輸入価格は、同国のＬＰガス輸出会社であるサウジアラムコの発表するコントラクトプライス（ＣＰ）が基準と

なっております。ＬＰガスの仕入価格は、ＣＰ及び為替の変動により影響を受けますが、仕入価格の上昇を販売価格

に転嫁するのにタイムラグが生じるため、当社グループの業績は、ＣＰ及び為替の変動による影響を受ける可能性

があります。
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５【経営上の重要な契約等】

　当社グループが締結しているＬＰガス仕入れに関する主な契約は、次のとおりであります。

契約会社名 相手先 契約内容 契約期間

㈱クレックス（当社）
アストモスエネルギー株式

会社

液化石油ガス及び関連機器

類の販売に関する事項

（販売特約店契約）

昭和51年２月１日から自動

更新

　（注）　当社グループのＬＰガス仕入に関しては、アストモスエネルギー株式会社との間で、「液化石油ガス及び関連機

器類の販売に関する販売特約店契約」を昭和51年２月に締結し、ほぼ全量を同社より仕入れております。

　同社では安定供給のため、輸入先の分散を図るとともに輸入基地も国内に９ヶ所を保有し、供給体制が整備され

ています。さらに万一の事態に備え、同業他社とのＬＰガスの流通体制や輸入船・輸入基地の相互利用を進めて

おります。

当社グループは今後も、同社からの全量仕入取引を継続する方針であります。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

７【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表の作成に当りましては経営者による会計方針の採用や、資産・負債及び収益・費

用の計上及び開示に関する経営者の見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績等を

勘案して合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異な

る場合があります。

　当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等　連結財務

諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しております。

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

　当連結会計年度の経営成績について、下記のとおり説明いたします。

　なお、一般情勢、ＬＰガス業界の動向につきましては、「第２　事業の状況」の「１．業績等の概要」に記載して

おりますのでご参照ください。

①　売上高

　当社グループの主要商品でありますＬＰガスの売上高はお客様数の増加と密接な関係があることから、集合住

宅分野を中心に新たなお客様の獲得に全精力を注ぎ、大手ハウスメーカーと緊密な関係を構築し、更にアパート

等のオーナー、管理会社を含め信頼関係を確固たるものとすべく注力致しました。この結果、お客様数が前年同期

に比べ7.5％増加致しました。

　ＬＰガスの販売数量は、お客様数の伸びを主な要因として前年同期比6.8％の増加となりました。

　上記の結果、当連結会計年度における売上高は、ガス事業において1,686百万円増加し14,438百万円（前年同期

比13.2％増）、一方、不動産事業においては21百万円減少し376百万円（前年同期比5.3％減）となり、総売上高は

14,815百万円（前年同期比12.7％増）となりました。

②　営業利益、経常利益及び当期純利益金額

　原価面では第４四半期のＬＰガスの輸入価格沈静化に伴う仕入価格の急落により、ガス事業売上原価は前年同

期に比べ895百万円の増加におさまり、10,364百万円（前年同期比9.5％増）となりました。

　また、不動産事業売上原価は前年同期に比べ36百万円減少し219百万円（前年同期比14.1％減）となりました。

　販売費及び一般管理費は、相対的に増加を圧縮するも、人件費の増加等から、前年同期に比べ316百万円増加し

2,720百万円（前年同期比13.2％増）となりました。

　この結果、当連結会計年度の営業利益1,509百万円（前年同期比47.9％増）、経常利益1,388百万円（前年同期比

54.3％増）及び当期純利益金額は511百万円（前年同期比24.7％増）となりました。
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(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社グループの主力商品であります家庭用・業務用ＬＰガスの消費量に影響を与える要因としては、直接的な

要因である厳冬、暖冬等の気候要因のほかに、近時は電力等の競合エネルギーの普及があげられます。その他、当

社グループの新たなお客様の増加に繋がる新設住宅着工戸数の動向も間接的な要因としてあげられます。

　また、ＬＰガスは総需要量の約80％を輸入に依存しており、かつ価格はサウジアラビアのＬＰガス輸出会社であ

りますサウジアラムコの発表するコントラクトプライス（ＣＰ）が基準となっております。このため、中東諸国

を中心としたＬＰガス輸出国の動静や他のＬＰガス輸入国での需要動向など国際市場の情勢や為替相場が、仕入

価格へ影響を与える要因となります。　

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①　キャッシュ・フロー

　当連結会計年度においては、新たなお客様へのガス供給設備など固定資産の取得を主に投資活動において2,430

百万円の資金需要が発生しました、長期借入金の返済等財務活動において687百万円の資金を使用しました。

　この財源として、税金等調整前当期純利益1,043百万円、減価償却費1,725百万円など営業活動により得られた資

金3,136百万円を充当しました。

　なお、各キャッシュ・フローの詳細については「第２　事業の状況」の「１．業績等の概要」「（2）キャッ

シュ・フロー」に記載しております。

②財政状態

　当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末に比べ206百万円減少し、18,027百万円となりました。こ

のうち流動資産は、463百万円減少し、3,269百万円となりました。これは棚卸資産の減少などによるものです。

　固定資産は256百万円増加し、14,758百万円となりました。これは、ガス供給設備であります機械装置の増加、そ

の他有価証券の増加と減損会計による賃貸用土地及び賃貸用建物の減少によるものです。

　負債合計は、524百万円減少し12,515百万円となりました。

　このうち、流動負債は238百万円増加し6,855百万円となりました。これは主に短期借入金と未払法人税等の増加

及び買掛金の減少によるものです。

　固定負債は、762百万円減少し5,660百万円となりました。これは主に長期借入金の減少によるものです。

　純資産につきましては317百万円増加し、5,511百万円となりました。これは当期純利益による利益剰余金の増加

によるものです。

(5) 戦略的現状と見通し

　ＬＰガス業界を取り巻く環境は競争激化等により依然厳しい局面が予想されますが、平成18年度よりグループ

５ヵ年計画「５５２５」がスタートし、グループ経営指標でありますお客様数25万件の達成に向け、新たなお客

様の開拓にグループの総力をあげて取り組んでおります。さらにローコスト経営と効率的な設備投資に徹し、高

成長性、高収益性の堅持に向けたＬＰガス供給業者としての地位を築いてまいります。　なお、具体的な取り組み

については、「第２　事業の状況」の「３．対処すべき課題」に記載しております。

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループを取り巻く環境は、消費節約などにより需要が伸び悩むなか、競合エネルギー間の競争激化やＬＰ

ガス輸入価格の乱高下による仕入コストの先行きの不透明感など、今後も厳しい状況が続くものと予想されま

す。

　このような環境のなか当社グループは以下の基本認識に立ち、成長を持続し社会の要請に対応していく所存で

す。

　第一に、安全性の重視、即ち保安の確保です。「保安なくして繁栄なし」のスローガンのもと、社員一人ひとりが

常に保安を意識して行動してまいります。

　第二に、規律を基本とする行動です。即ちコンプライアンスを前提として仕事と自分自身を律してまいります。

　第三に、健全な姿での成長です。成長に際して健全な利益を継続して挙げられる体質となることです。その為に

は、ローコスト経営、生産性の向上、効率的な投資活動が不可欠と考えております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループは、売上の増強及び販売競争の激化に対処するため、総額2,415百万円の設備投資を実施しました。

　その主なものはガス事業においては、ＬＰガス供給のための配管設備に2,294百万円の設備投資を実施しました。

　不動産事業においては、賃貸用土地・賃貸用建物を取得するため91百万円の設備投資を実施しました。

２【主要な設備の状況】

　　当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社

 （平成21年３月31日現在）

事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び構
築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

千葉支店

（千葉市若葉区）

他船橋、関東、上信

計４支店17拠点

ガス事業
ＬＰガス

配管設備
46 3,089

126

(5,380)
149 3,411 132

販売課

（千葉市若葉区）
不動産事業

土地

建物
268 －

558

(11,034)
－ 826 1

 

(2）国内子会社

 （平成21年３月31日現在）

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

トーホクガス㈱

仙台営業所

(仙台市青葉区)

他東北地区10拠点

ガス事業
ＬＰガス

配管設備
126 1,736

122

(1,479)
54 2,039

90

不動産事業 土地・建物 1,006 －
1,628

(30,244)
－ 2,635

札幌ガス㈱

 

札幌営業所

(札幌市厚別区)

 

ガス事業
ＬＰガス

配管設備
20 3,276

3

(61)
400 3,700

25

不動産事業 土地・建物 125 －
97

(2,313)
－ 223

㈱クレックス三和
本社

(仙台市青葉区)
不動産事業 土地・建物 77 0

114

(1,810)
0 192 3

㈱藤森プロパン商会

安曇野営業所

(長野県安曇野市)

他１拠点

ガス事業
ＬＰガス

配管設備
23 43 － 3 71 19

杉野石油ガス㈱
南房総営業所

(千葉県南房総市)
ガス事業

ＬＰガス

配管設備
－ 1 － － 1 3

 

　（注）１．帳簿価額のうち、その他は、器具・備品であり、建設仮勘定を含んでおります。なお、金額には消費税等（建設

仮勘定を除く）を含めておりません。

２．上記従業員数には準社員（㈱クレックス37名、トーホクガス㈱28名、札幌ガス㈱６名、㈱クレックス三和２

名、㈱藤森プロパン商会１名、杉野石油ガス㈱１名）が含まれております。

３．上記従業員数のほかに、特定のセグメントに区分できない管理部門に正社員11名（内提出会社５名）、準社

員７名（内提出会社３名）がおります。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、景気の予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

　設備計画は原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、計画策定に当たっては、グループ会議において提出

会社を中心に調整を図っております。

　なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修等の計画は以下のとおりであります。

(1）重要な設備の新設

会社名
事業所名

所在地
事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
投資予定金額

資金調達方法
着手及び完了予定

総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

着手 完了

㈱クレックス

千葉営業所他

千葉県

栃木県

長野県

他

ガス事業
ＬＰガス

配管設備
960 －

自己資金及び

借入金
H21.４ H22.３

不動産事業 賃貸用建物 120 －
自己資金及び

借入金
H21.４ H22.３

トーホクガス㈱

仙台営業所他

宮城県

福島県

山形県

他

ガス事業
ＬＰガス

配管設備
400 －

自己資金及び

借入金
H21.４ H22.３

不動産事業
賃貸用土地

賃貸用建物
130 －

自己資金及び

借入金
H21.４ H22.３

札幌ガス㈱

札幌営業所

北海道 ガス事業
ＬＰガス

配管設備
600 －

自己資金及び

借入金
H21.４ H22.３

㈱藤森プロパン商

会

安曇野営業所他

長野県
ガス事業

ＬＰガス

配管設備
40 －

自己資金及び

借入金
H21.４ H22.３

(2）重要な設備の改修

当連結会計年度末現在における重要な設備の改修の計画はありません。

(3）重要な設備の売却

　当連結会計年度末現在における重要な設備の売却の計画はありません。

EDINET提出書類

株式会社クレックス(E03334)

有価証券報告書

16/85



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種　　　類 発行可能株式総数（千株）

　　　　　　　　　普通株式 40,000

計 40,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（千株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数
（千株）

（平成21年６月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,416 14,416ジャスダック証券取引所 単元株式数1,000株

計 14,416 14,416 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高（千
株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額（百万
円）

資本準備金残
高（百万円）

平成17年５月20日

（注）
7,208 14,416 － 582 － 411

　（注）　平成17年２月21日開催の取締役会決議により、平成17年５月20日付の株式１株につき２株の株式分割により、会

社が発行する株式の総数は7,208千株増加し、14,416千株となっております。

 

（５）【所有者別状況】

 平成21年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満
株式の状
況
（千株）

政府及び地
方公共団体 金融機関

金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数

（人）
－ 9 5 21 － － 308 343 －

所有株式数

（単元）
－ 590 16 6,031－ － 7,75314,390 26

所有株式数

の割合

（％）

－ 4.10 0.11 41.91－ － 53.88100.00－

　（注）　自己株式221,870 株は、「個人その他」に221単元及び「単元未満株式の状況」に870株含めて記載しておりま

す。
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（６）【大株主の状況】

 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

平山恒産株式会社 千葉県船橋市古作４丁目12－21 4,400 30.52

平山　大志 千葉県船橋市 1,832 12.70

平山　貞夫 千葉県船橋市 1,714 11.89

平山　立志 東京都品川区 1,346 9.34

平山　睦子 千葉県船橋市 1,000 6.93

アストモスエネルギー株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目８－２ 531 3.68

有限会社大恒 千葉県船橋市古作４丁目12－21 400 2.77

有限会社三恒 千葉県船橋市古作４丁目12－21 400 2.77

株式会社千葉興業銀行 千葉市美浜区幸町２丁目１－２ 257 1.78

クレックス役員持株会 千葉市若葉区加曽利町690 234 1.62

計 ──── 12,115 84.04

（注）　上記のほか、自己株式が221千株あります。

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数（千株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　　221 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　14,169 14,169 －

単元未満株式 普通株式 　　 26 － －

発行済株式総数 14,416 － －

総株主の議決権 － 14,169 －

 

②【自己株式等】

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（千株）

他人名義所有株
式数（千株）

所有株式数の合
計（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱クレックス
千葉市若葉区加曽利

町690番地
221 － 221 1.54

計 － 221 － 221 1.54

 

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 800 530,200

当期間における取得自己株式 200 150,000

（注）　１．会社法第155条７号に規定する単元未満株式の買取請求による取得であります。

２．当期間における取得自己株式数には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 221,870 － 222,070 －

（注）　当期間における保有自己株式数には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要課題の一つとして位置付けております。剰余金の配当につきまして

は、配当性向を考慮しつつ、業績の進展状況及び今後の事業展開と経営体質の強化のための必要な内部留保の確保等

を勘案し、積極的に利益還元に取組んでいく方針であります。

　当社は、期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。期末配当の決定機関は、株主総会

であります。

　当事業年度の配当金につきましては、上記方針に基づき、当期は１株当たり普通配当10円にお客様件数20万件達成の

記念配当２円を加え12円の配当を実施することに決定致しました。この結果、当事業年度の配当性向は31.8%となりま

した。

　なお、内部留保致しました資金については、ガス供給設備の増強のための設備投資資金等に充当し、今後の事業拡大

に努めていきたいと考えております。

　当社では、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当をおこなうことができる。」旨を定款に

定めております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金総額

（百万円）

１株当たりの配当金

（円）

平成21年６月29日

　定時株主総会
170 12

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期
決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高（円）

1,295

※ 850

　　　　□ 701

1,900 899 890 800

最低（円）

590

※ 630

  □ 590

501 631 555 380

　（注）１．最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証

　券業協会の公表のものであります。なお、第45期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の

　公表のものであります。

２．□印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月平成20年11月平成20年12月平成21年１月 平成21年２月 平成21年３月

最高（円） 660 640 672 769 700 750

最低（円） 600 380 531 650 630 720

　（注）最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

会長
 平山　貞夫 昭和12年１月12日生

昭和47年２月当社入社

昭和53年２月当社取締役営業部長

昭和54年５月当社代表取締役専務

昭和58年２月当社代表取締役社長

平成元年２月 当社代表取締役会長（現任）

(注)4 1,714

代表取締役

社長
 有倉　康仁 昭和22年10月９日生

昭和45年４月三菱液化ガス株式会社（現　アストモ

スエネルギー株式会社）入社

平成８年３月 同社取締役

平成15年３月同社常務取締役

平成17年３月同社専務取締役

平成20年４月当社執行役員副社長

平成20年６月当社代表取締役社長（現任）

平成20年６月杉野石油ガス株式会社代表取締役

（現任）

(注)4 10

専務取締役  小野　和一 昭和25年６月17日生

昭和49年３月当社入社

平成元年４月 当社営業部長

平成４年10月当社取締役営業一部長

平成７年４月 当社取締役社長室長

平成10年６月当社取締役経営企画室長

平成12年６月当社取締役管理部長

平成16年10月当社常務取締役　管理本部長

平成19年６月常総ガス株式会社代表取締役 (現任)

平成20年６月当社専務取締役 (現任)

平成20年６月株式会社藤森プロパン商会代表取締

役 (現任)

(注)4 47

常務取締役  安東　英雄 昭和23年５月11日生

昭和54年12月当社入社

平成元年４月 当社開発部長

平成７年６月 当社取締役営業部長兼千葉支店長

平成７年10月当社取締役営業一部長兼千葉支店長

平成14年６月当社取締役営業部長

平成16年10月当社常務取締役　営業副本部長

平成18年４月当社常務取締役　営業本部長

平成19年６月当社常務取締役 (現任)

平成19年６月トーホクガス株式会社代表取締役社

長（現任）

平成19年６月株式会社クレックス三和代表取締役

社長（現任）

平成19年６月宮城ガス株式会社代表取締役（現

任）

(注)4 20

取締役 千葉営業部長 小窪　和彦 昭和23年９月８日生

昭和42年４月株式会社千葉興業銀行入行

平成13年５月当社へ出向

平成17年４月当社執行役員千葉支店長

平成18年４月当社執行役員千葉営業部長

平成18年６月当社取締役千葉営業部長 兼千葉支店

長

平成19年11月当社取締役千葉営業部長（現任）

(注)4 6

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 千葉支店長 武田　武 昭和23年５月31日生

昭和46年４月株式会社千葉興業銀行入行

平成13年６月同行執行役員

平成15年６月ちば興銀ユーシーカード株式会社代

表取締役社長

平成18年６月ちば興銀ビジネスサービス株式会社

代表取締役社長

平成19年７月当社執行役員管理部長

平成19年11月当社執行役員千葉支店長

平成20年６月当社取締役千葉支店長（現任）

(注)4 3

取締役  藤森　康友 昭和36年２月３日生

昭和58年４月丸紅石油株式会社（現　丸紅エネル

ギー株式会社）入社

昭和63年10月株式会社藤森プロパン商会入社

平成５年７月 同社代表取締役社長（現任)

平成19年12月当社執行役員(甲信地区担当）

平成20年６月当社取締役（甲信地区担当)(現任)

(注)4 10

EDINET提出書類

株式会社クレックス(E03334)

有価証券報告書

22/85



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 内部監査室長 森　定三 昭和22年７月27日生

昭和41年４月千葉県警察官拝命

平成17年２月千葉県成東警察署長

平成19年３月㈱イオン関東カンパニー保安部長

平成20年３月

平成21年６月 

当社執行役員内部監査室長

当社取締役内部監査室長（現任）

(注)4 5

常勤監査役  吉田　紀 昭和15年11月10日生

昭和49年３月当社入社

昭和61年７月当社取締役総務部長

平成３年４月 当社取締役経営企画室長

平成９年８月 当社取締役管理部長

平成12年６月当社常勤監査役(現任)

(注)5 61

常勤監査役  深山　宏 昭和16年５月３日生

昭和39年４月三菱液化ガス株式会社（現　アストモ

スエネルギー株式会社）入社

昭和62年11月当社へ出向

平成７年５月 札幌ガス株式会社取締役管理部長

平成13年６月当社管理部部長

平成15年６月当社常勤監査役(現任)

(注)5 16

監査役  津野　廣明 昭和11年10月４日生

昭和51年７月東京国税局退職

昭和51年９月津野税務会計事務所所長(現任)

昭和60年２月当社監査役

平成９年１月 当社監査役退任

平成12年６月当社監査役(現任)

(注)5 23

監査役  岡　　淳 昭和18年９月19日 

昭和41年４月株式会社富士銀行（現　株式会社みず

ほ銀行）入行

平成８年５月 株式会社千葉興業銀行入行

平成８年６月 同社取締役

平成13年６月同社常任監査役

平成15年６月ちば興銀ビジネスサービス株式会社

代表取締役社長

平成18年６月当社監査役(現任)

(注)3 1

    計  1,918

　（注）１．監査役吉田紀は、代表取締役会長平山貞夫の義弟であります。

２．監査役津野廣明、岡　淳は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．平成18年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年。

４．平成21年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から１年。

５．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

」コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　継続的に企業価値の向上を図るためには、経営の監視機能の強化と経営における透明性の向上が重要な経営課

題であると認識し、コーポレート・ガバナンスの充実に向けて取り組んでまいります。

（1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　当社は監査役設置会社であり、取締役会及び監査役会を中心とした統制体制をとっております。

　取締役は８名であります。合理的かつ効率的な意思決定を行う機関としては、適切な規模と考えております。

　取締役の任期は１年であり、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制となっております。

　取締役会は、原則毎月中旬に開催し、会社の重要事項等の審議ならびに業務実績報告が行われています。また、業

務の執行状況は、毎月の幹部会で月次報告が行われています。

　監査役は、社内監査役２名、社外監査役２名からなり、取締役会その他の経営会議に出席するとともに取締役等

からの聴取、重要な決裁書類等の閲覧等により厳正な監査を行い、取締役の職務執行を十分監視できる体制と

なっております。また、内部監査室、保安推進室ならびに監査法人との連携により、効率的な監査を行っておりま

す。

　会計監査人は千葉第一監査法人を選任しております。期末に限らず、監査を受けており、求めに応じ、必要データ

を提出しております。当社の会計監査業務を執行した公認会計士は田中昌夫氏、本橋雄一氏であり、補助者は公認

会計士６名、その他１名であります。また、監査役会は会計監査人から報告、説明を受け、財務諸表等を検証してい

ます。なお、顧問弁護士はユーカリ総合法律事務所に依頼しており、必要に応じて、アドバイスを受けております。

　監査法人、顧問弁護士共に人的、資本的、又は取引関係その他の利害関係はありません。

　　　組織図

（2）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

　社外取締役は選任しておりません。

　社外監査役の津野廣明は税理士であり、同じく社外監査役の岡淳は、ちば興銀ビジネスサービス株式会社の出身

であります。両名は当期末現在当社株式を、津野廣明は23,400株、岡淳は1,000株各々所有しておりますが、両名と

も当社及び当社グループの出身ではなく、当社のその他の取締役及び監査役との人的関係はありません。
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（3）リスク管理体制の整備状況

　当社は、社長に直轄した独立した組織として、内部監査室を置き室長１名を配し、組織・制度の適応性や運営状

況ならびに業務執行状況の監査を実施しております。内部監査室長は、取締役会等の経営会議へ出席して、監査結

果を報告し、内部管理体制の改善に努めています。

　また、コンプライアンス体制の定着を目指し、従来より管理部にコンプライアンス担当部署を設置し、役職員に

対し法令遵守意識の醸成や啓蒙、社内規程等の見直等、当社グループ全体のコンプライアンス体制の強化に努め

ております。

　保安推進室には２名の専担者を配し、管理職に対する集合研修、各営業所への保安教育を実施する等、実効性の

あるリスク管理体制の構築と、コンプライアンス体制の強化等による、内部統制システムの向上を図っておりま

す。

　また、平成20年度よりスタートした「財務報告に係る内部統制の評価及び監査」制度につきましては監査法人

と連携をとりつつ、計画的な監査を実施しております。

　今後も経営の監視機能の強化と透明性の向上を図り、また、経営の機動性の向上を図るため、取締役会と監査役

会の機能を一層充実させ、内部管理体制及びコンプライアンス体制の更なる向上を目指し取り組んで行く所存で

あります。

（4）役員報酬の内容

　当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

  役員報酬：    

  取締役に支払った報酬 85百万円  

  監査役に支払った報酬 15百万円  

  計 101百万円  

（5）その他 

① 株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めてお

ります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものであります。

② 取締役の選任決議

　当社は、取締役選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

③ 取締役の定数

　当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

④ 取締役会による取締役及び監査役の責任の一部免除の決議

　当社は、取締役会の決議により、取締役（取締役であったものを含む。）及び監査役（監査役であったものを

含む。）の会社法第423条第１項の賠償責任について、賠償責任額から法令に定める最低責任限度額を控除した

額を限度として免除することができる旨定款に定めております。なお、責任一部免除の決議ができるのは、当該

取締役または監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

　これは、取締役及び監査役が業務遂行に当たり、その役割を十分に発揮できることを期待することを目的とす

るものであります。

⑤ 責任限定契約の内容

　当社は、社外監査役と、会社法第427条１項の規定に基づき、同法第423条１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結できる旨及び当該契約に基づく責任限度額は、同法425条第１項に定める金額とする旨定款に定めてお

ります。ただし、当該責任限定が認められるのは、社外監査役が、責任の原因となった職務の遂行について善意

かつ重大な過失がないときに限られます。
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⑥ 自己株式の取得

　当社は、自己の株式の取得について、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式

を取得することができる旨定款に定めております。これは、企業環境の変化に対応し、機動的な経営を遂行する

ことを目的とするものであります。

⑦ 中間配当

　当社は、中間配当について取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができ

る旨定款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 － － 9 －

連結子会社 － － － －

計 － － 9 －

②【その他重要な報酬の内容】

 該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

 該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

 監査報酬の額の決定方針については定めておりません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

(3）当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載して

おりましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位をもって記載することに変更しました。なお、比較を

容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月

31日まで）及び当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度

（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）及び当事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）

の財務諸表について、千葉第一監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 901 916

受取手形及び売掛金 1,539 1,526

たな卸資産 754 －

商品 － 267

貯蔵品 － 239

繰延税金資産 37 74

その他 ※2
 526

※2
 272

貸倒引当金 △26 △28

流動資産合計 3,732 3,269

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※3
 562

※3
 599

減価償却累計額 △351 △382

建物及び構築物（純額） 210 217

機械装置及び運搬具 15,971 17,903

減価償却累計額 △8,490 △9,838

機械装置及び運搬具（純額） 7,480 8,065

土地 ※3
 236

※3
 272

賃貸用建物 ※3
 2,817

※3
 2,734

減価償却累計額 △1,133 △1,254

賃貸用建物（純額） 1,683 1,479

賃貸用土地 ※3
 2,640

※3
 2,375

建設仮勘定 729 596

その他 128 127

減価償却累計額 △112 △115

その他（純額） 15 11

有形固定資産合計 12,997 13,017

無形固定資産

営業権 43 29

のれん 635 570

その他 32 29

無形固定資産合計 711 628

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 272

※1
 409

繰延税金資産 238 411

その他 399 407

貸倒引当金 △117 △117

投資その他の資産合計 793 1,111

固定資産合計 14,502 14,758

資産合計 18,234 18,027
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 2,071 1,591

短期借入金 ※3
 1,253

※3
 1,480

1年内返済予定の長期借入金 ※3
 1,451

※3
 1,466

未払法人税等 178 515

賞与引当金 56 55

未払金 1,525 1,587

その他 ※2
 80

※2
 158

流動負債合計 6,616 6,855

固定負債

長期借入金 ※3
 3,087

※3
 2,019

長期未払金 2,488 2,691

退職給付引当金 29 27

役員退職慰労引当金 172 169

その他 645 752

固定負債合計 6,423 5,660

負債合計 13,040 12,515

純資産の部

株主資本

資本金 582 582

資本剰余金 411 411

利益剰余金 4,294 4,663

自己株式 △167 △167

株主資本合計 5,121 5,490

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 71 21

評価・換算差額等合計 71 21

少数株主持分 1 －

純資産合計 5,194 5,511

負債純資産合計 18,234 18,027
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 13,150 14,815

売上原価 9,725 10,584

売上総利益 3,424 4,230

販売費及び一般管理費 ※1
 2,404

※1
 2,720

営業利益 1,020 1,509

営業外収益

受取利息 2 3

受取配当金 3 3

有価証券売却益 － 1

雑収入 39 46

営業外収益合計 44 56

営業外費用

支払利息 165 171

有価証券売却損 － 6

雑損失 － 0

営業外費用合計 165 177

経常利益 899 1,388

特別利益

固定資産売却益 ※2
 42

※2
 70

その他 － 19

特別利益合計 42 89

特別損失

固定資産売却損 ※3
 11

※3
 3

固定資産除却損 ※4
 8

※4
 9

減損損失 ※5
 63

※5
 421

特別損失合計 84 434

税金等調整前当期純利益 858 1,043

法人税、住民税及び事業税 415 709

法人税等調整額 33 △176

法人税等合計 449 533

少数株主損失（△） △0 △1

当期純利益 410 511
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 582 582

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 582 582

資本剰余金

前期末残高 411 411

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 411 411

利益剰余金

前期末残高 4,026 4,294

当期変動額

剰余金の配当 △141 △141

当期純利益 410 511

当期変動額合計 268 369

当期末残高 4,294 4,663

自己株式

前期末残高 △166 △167

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △167 △167

株主資本合計

前期末残高 4,853 5,121

当期変動額

剰余金の配当 △141 △141

当期純利益 410 511

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 267 369

当期末残高 5,121 5,490
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 122 71

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△51 △50

当期変動額合計 △51 △50

当期末残高 71 21

評価・換算差額等合計

前期末残高 122 71

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△51 △50

当期変動額合計 △51 △50

当期末残高 71 21

少数株主持分

前期末残高 2 1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 △1

当期変動額合計 △0 △1

当期末残高 1 －

純資産合計

前期末残高 4,978 5,194

当期変動額

剰余金の配当 △141 △141

当期純利益 410 511

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △52 △51

当期変動額合計 215 317

当期末残高 5,194 5,511
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 858 1,043

減価償却費 1,517 1,725

営業権償却 48 14

のれん償却額 16 65

貸倒引当金の増減額（△は減少） △168 1

賞与引当金の増減額（△は減少） 10 △0

退職給付引当金の増減額（△は減少） 5 △2

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － △3

受取利息及び受取配当金 △5 △7

支払利息 165 171

有形固定資産売却益 △42 △70

有形固定資産売却損 11 3

有形固定資産除却損 8 9

減損損失 63 421

投資有価証券売却損益（△は益） － 4

売上債権の増減額（△は増加） △199 12

たな卸資産の増減額（△は増加） △191 246

仕入債務の増減額（△は減少） 206 △316

その他の流動資産の増減額（△は増加） △93 130

投資その他の資産の増減額（△は増加） 149 △8

その他の流動負債の増減額（△は減少） 51 128

その他の固定負債の増減額（△は減少） 78 106

小計 2,491 3,677

利息及び配当金の受取額 5 7

利息の支払額 △171 △170

法人税等の支払額 △559 △378

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,765 3,136

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 － 3

子会社株式の取得による支出 ※ 
△623 －

有形固定資産の取得による支出 △2,912 △2,381

有形固定資産の売却による収入 111 174

無形固定資産の取得による支出 △5 △1

投資有価証券の取得による支出 △1 △236

投資有価証券の売却による収入 － 10

出資金の払込による支出 － △0

出資金の回収による収入 － 1

貸付による支出及び回収による収入 1 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,429 △2,430
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △111 226

長期借入金の借入れによる収入 2,180 400

長期借入金の返済による支出 △1,279 △1,451

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △142 △141

割賦資産長期未払金支払額 △1,340 △1,457

割賦資産長期未払金増加額 1,663 1,737

財務活動によるキャッシュ・フロー 968 △687

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △695 17

現金及び現金同等物の期首残高 1,583 888

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 888

※
 906
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．連結の範囲に関する事

項

連結子会社の数　　　　　　　　　６社

主要な連結子会社名

トーホクガス㈱

札幌ガス㈱

㈱藤森プロパン商会

㈱クレックス三和

杉野石油ガス㈱

常総ガス㈱

上記のうち、㈱藤森プロパン商会につい

ては、当連結会計年度において当社が全株

式を取得したため、連結の範囲に含めてお

ります。

連結子会社の数　　　　　　　　　６社

主要な連結子会社名

トーホクガス㈱

札幌ガス㈱

㈱藤森プロパン商会

㈱クレックス三和

杉野石油ガス㈱

常総ガス㈱

───────

２．持分法の適用に関する

事項

　関連会社宮城ガス㈱は、当期純損益（持分

に見合う額）および利益剰余金（持分に見

合う額）等からみて、持分法の対象から除

いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性がないため

持分法の適用範囲から除外しております。

　　　　　　　　同左

３．連結子会社の事業年度

等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、

連結決算日と一致しております。

同左

４．会計処理基準に関する

事項

イ　有価証券

その他有価証券

イ　有価証券

その他有価証券

(1）重要な資産の評価基

準及び評価方法

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

移動平均法による原価法を採用して

おります。

なお、関係会社株式については、取得

原価法を採用しております。

時価のないもの

同左

 ロ　たな卸資産

商品…総平均法による原価法（但し、販

売用不動産については個別法によ

る原価法）

受注工事…個別法による原価法

貯蔵品…最終仕入原価法

ロ　たな卸資産

商品

　ガスは総平均法による原価法 

　ガス器具は個別法による原価法

貯蔵品

　最終仕入原価法

 

　貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定しており

ます。

  

 

（会計方針の変更）

　当連結会計年度より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９

号　平成18年７月５日公表分）を適用し

ております。

　これによる当連結会計年度の業績への

影響はありません。
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法

イ　有形固定資産

　当社および連結子会社の減価償却の方

法は以下のとおりであります。

　建物及び賃貸用建物　　定額法

　機械装置　　　　　　　定率法

　その他　　　　　　　　定率法

イ　有形固定資産

同左

 　なお、主な耐用年数は次のとおりであり

ます。

建物及び構築物 ７年～38年

機械装置及び運搬具 ４年～13年

賃貸用建物 10年～47年

 

 　また、取得価額10万円以上20万円未満の

減価償却資産については、３年間で均等

償却しております。

 

 （会計方針の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の

改正に伴い、当連結会計年度より、平成19

年４月１日以降に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益は、それぞれ40百万

円減少しております。

（会計方針の変更）

───────

 （追加情報）

　当社及び連結子会社は、法人税法の改正

に伴い、平成19年３月31日以前に取得し

た資産については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により取得

価額の５％に到達した連結会計年度の翌

連結会計年度より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５年間にわたり

均等償却し、減価償却費に含めて計上し

ております。

　これにより営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益がそれぞれ6百万円

減少しております。

（追加情報）

───────

 ロ　無形固定資産

　当社及び連結子会社は定額法を採用し

ております。

　なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間(5年)に基

づく定額法を採用しております。

　また、営業権については５年間、のれん

については10年間で均等償却しておりま

す。

ロ　無形固定資産

同左

項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

(3）重要な引当金の計上

基準

イ　貸倒引当金

　売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

イ　貸倒引当金

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 ロ　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、将来の支給見込額のうち当

連結会計年度の負担額を計上しておりま

す。

ロ　賞与引当金

同左

 ハ　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、退職給

付会計に関する実務指針（会計制度委員

会報告13号）に定める簡便法により、当

連結会計年度末における自己都合退職に

よる期末要支給額の100％から年金資産

を控除した額を計上しております。

ハ　退職給付引当金

同左

 ニ　役員退職慰労引当金

　役員の退職に際し支給する退職金に充

てるため、内規に基づく期末現在の要支

給額を計上しております。

 

ニ　役員退職慰労引当金

同左

(4）重要なリース取引の

処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

───────

(5）その他連結財務諸表

作成のための重要な

事項

イ　消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

イ　消費税等の会計処理

同左

ロ　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、個々のリース資産

に重要性が乏しいと認められるため、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

５．連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事

項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しております。

同左

６．連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資

金の範囲

　手許現金、随時引出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。

同左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

─────── ───────

【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 

───────

（連結貸借対照表）

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令

第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度におい

て、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連結

会計年度から「商品」「貯蔵品」に区分掲記されており

ます。なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる

「商品」「貯蔵品」は、それぞれ433百万円、321百万円で

あります。 

【追加情報】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

※１　関連会社に対する主なものは次のとおりであります。 ※１　関連会社に対する主なものは次のとおりであります。

投資有価証券 7百万円 投資有価証券 7百万円

※２　消費税等の会計処理 ※２　消費税等の会計処理

　未収消費税等は流動資産の「その他」に含めて表示

しております。

　未払消費税等は流動負債の「その他」に含めて表示

しております。

同左

※３　担保に供している資産並びに担保付債務は次のとお

りであります。

※３　担保に供している資産並びに担保付債務は次のとお

りであります。

（担保資産）   

建物 10百万円

土地 46百万円

賃貸用建物 660百万円

賃貸用土地 1,165百万円

計 1,883百万円

（担保資産）   

建物 10百万円

土地 46百万円

賃貸用建物 542百万円

賃貸用土地 983百万円

計 1,583百万円

（担保付債務）   

短期借入金 389百万円

１年以内返済予定長期借入金 386百万円

長期借入金 979百万円

計 1,754百万円

（担保付債務）   

短期借入金 495百万円

１年以内返済予定長期借入金 417百万円

長期借入金 971百万円

計 1,883百万円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

給与・賞与 820百万円

賞与引当金繰入額 56 

退職給付費用 20 

給与・賞与 963百万円

賞与引当金繰入額 55 

退職給付費用 14 

※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械装置 39百万円

賃貸用土地 2 

賃貸用建物 0 

計 42 

機械装置 70百万円

※３　固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。 ※３　固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

機械装置 1百万円

賃貸用土地 6 

賃貸用建物 4 

計 11 

機械装置 3百万円

※４　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※４　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

機械装置 8百万円 機械装置 9百万円

※５　減損損失

　当社グループは、賃貸不動産について、個別物件を単

位として資産グループとしております。

　賃貸不動産に係る賃料水準の大幅な下落及び継続的

な地価の下落により、当社グループは当連結会計年度

において、収益性が著しく低下した以下の賃貸不動産

２件の帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額

を減損損失63百万円として特別損失に計上いたしまし

た。 

※５　減損損失

　当社グループは、賃貸不動産について、個別物件を単

位として資産グループとしております。

　賃貸不動産に係る賃料水準の大幅な下落及び継続的

な地価の下落により、当社グループは当連結会計年度

において、収益性が著しく低下した以下の賃貸不動産

26件の帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額

を減損損失421百万円として特別損失に計上いたしま

した。 

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

埼玉県

　熊谷市

賃貸

アパート

賃貸用土地

賃貸用建物

32

7

岩手県

　盛岡市

賃貸

アパート

賃貸用土地

賃貸用建物

16

7

合　計   63

　なお、回収可能価額は、路線価を基に実勢価額を加味

して算定した正味売却価額から処分費用等を控除した

額をもって算定いたしました。

場所 用途 種類
減損損失

(百万円) 
株式会社クレックス

茨城県土浦市

他２件

賃貸

アパート

賃貸用土地

賃貸用建物

55

22

トーホクガス株式会社

宮城県仙台市

他19件

賃貸

アパート

賃貸用土地

賃貸用建物

119

177

株式会社クレックス三和

宮城県仙台市

他2件

賃貸

アパート

賃貸用土地

賃貸用建物

18

27

合　計   421

　なお、回収可能価額は、路線価を基に実勢価額を加味

して算定した正味売却価額から処分費用等を控除した

額をもって算定いたしました。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 14,416 － － 14,416

合計 14,416 － － 14,416

自己株式     

普通株式 220 1 － 221

合計 220 1 － 221

（注）　当連結会計年度における自己株式の増加は、会社法第155条第７号に規定する単元未満株式の買取請求にもとづく

取得によるものです。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 141 10.00平成19年３月31日平成19年６月29日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
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（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 141 利益剰余金 10.00平成20年３月31日平成20年６月30日

当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 14,416 － － 14,416

合計 14,416 － － 14,416

自己株式     

普通株式 221 0 － 221

合計 221 0 － 221

（注）　当連結会計年度における自己株式の増加は、会社法第155条第７号に規定する単元未満株式の買取請求にもとづく

取得によるものです。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 141 10.00平成20年３月31日平成20年６月30日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月29日

定時株主総会
普通株式 170 利益剰余金 12.00平成21年３月31日平成21年６月30日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成20年３月31日現在） （平成21年３月31日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 901

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △13

現金及び現金同等物 888

 

 （百万円）

現金及び預金勘定 916

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △10

現金及び現金同等物 906

 

株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資

産及び負債の主な内訳

　株式の取得により新たに㈱藤森プロパン商会を連結し

たことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに㈱

藤森プロパン商会株式の取得価額と㈱藤森プロパン商会

取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであり

ます。

 

───────

 （百万円）

流動資産 229

固定資産 106

のれん 651

流動負債 △242

固定負債 △79

㈱藤森プロパン商会株式の取得価額 667

㈱藤森プロパン商会現金及び現金同等物 △43

差引：㈱藤森プロパン商会取得のための支

出
623
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

個々のリース資産に重要性が乏しいと認められるた

め、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び運
搬具

2,132 964 1,168

(有形固定資産)
その他

1,953 673 1,279

合計 4,085 1,637 2,447

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及び運
搬具

1,489 723 765

(有形固定資産)
その他

3,110 1,330 1,780

合計 4,599 2,053 2,546

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 739百万円

１年超 1,759百万円

合計 2,499百万円

１年内 849百万円

１年超 1,765百万円

合計 2,615百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 753百万円

減価償却費相当額 688百万円

支払利息相当額 64百万円

支払リース料 935百万円

減価償却費相当額 866百万円

支払利息相当額 74百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

同左

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料

１年内 1百万円

１年超 － 

　合計 1百万円

１年内 1百万円

１年超 － 

　合計 1百万円
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

有価証券

 種類

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

取得原価
（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

取得原価
（百万円）

連結貸借対照
表計上額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの

(1）株式 119 245 126 117 154 37

(2）債券       

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 119 245 126 117 154 37

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの

(1）株式 24 18 △6 248 247 △1

(2）債券       

①　国債・地方債等 － － － － － －

②　社債 － － － － － －

③　その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 24 18 △6 248 247 △1

合計 143 263 120 365 401 36

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

 10  1  6

３．時価のない有価証券の主な内容

 
前連結会計年度

（平成20年３月31日）
当連結会計年度

（平成21年３月31日）
連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券   

非上場株式 1 1
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度を設けております。

　なお、適格退職年金は、明治安田生命保険相互会社の新企業年金保険契約であります。

２．退職給付債務に関する事項

   （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（平成20年３月31日現在）
 

当連結会計年度
（平成21年３月31日現在）

退職給付債務 133  139

年金資産 103  112

退職給付引当金 29  27

３．退職給付費用に関する事項

   （単位：百万円）

 
前連結会計年度

（自平成19年４月１日
至平成20年３月31日）

 
当連結会計年度

（自平成20年４月１日
至平成21年３月31日）

勤務費用（注） 20  14

退職給付費用 20  14

（注）当社及び連結子会社は小規模会社等に該当し簡便法を採用しているため、退職給付費用を「勤務費用」

として記載しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（単位：百万円）

繰延税金資産（流動資産）  

未払事業税 14

賞与引当金 14

たな卸資産未実現利益 6

その他 2

合計 37

繰延税金資産（固定資産）  

役員退職慰労引当金 70

機械未実現利益 40

会員権評価損 53

退職給付引当金 11

その他有価証券評価損 33

減損損失（賃貸用土地） 60

減損損失（賃貸用建物） 15

その他 3

合計 289

繰延税金負債（固定）との相殺 △50

繰延税金資産（固定）の純額 238

繰延税金負債（固定負債）  

建物未実現利益

　その他有価証券評価差額

△0

△48

その他 △1

合計 △50

繰延税金資産（固定）との相殺 50

繰延税金負債（固定）の純額 －

 

（注）繰延税金資産の算定に当たり平成20年３月31日の

繰延税金資産から控除された金額は131百万円でありま

す。 

（単位：百万円）

繰延税金資産（流動資産）  

未払事業税 44

賞与引当金 22

たな卸資産未実現利益 6

その他 6

（小計） 81

評価性引当額 △6

合計 74

繰延税金資産（固定資産）  

役員退職慰労引当金 68

機械未実現利益 34

会員権評価損 60

退職給付引当金 11

その他有価証券評価損 30

減損損失（賃貸用土地） 170

減損損失（賃貸用建物） 76

繰越欠損金 151

（小計） 603

評価性引当額 △173

合計 430

繰延税金負債（固定）との相殺 △18

繰延税金資産（固定）の純額 411

繰延税金負債（固定負債）  

建物未実現利益

　その他有価証券評価差額

△2

△14

その他 △0

合計 △18

繰延税金資産（固定）との相殺 18

繰延税金負債（固定）の純額 －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

連結財務諸表提出会社の法定実効税率 40.4％

（調整）交際費等永久に損金・益金に算入

されない項目
4.0 

均等割 0.7 

評価性引当額 5.7 

その他 1.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 52.3 

連結財務諸表提出会社の法定実効税率 40.4％

（調整）交際費等永久に損金・益金に算入

されない項目
3.7 

評価性引当額 4.6 

のれん償却 2.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.2 
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりであります。

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

 
ガス事業
（百万円）

不動産事業
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結（百万
円）

Ⅰ　売上高及び営業利益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 12,752 397 13,150 － 13,150

(2）セグメント間の内部売上高 0 － 0 (0) －

計 12,752 397 13,150 (0) 13,150

営業費用 11,838 292 12,130 (0) 12,129

営業利益 914 105 1,020 － 1,020

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及び

資本的支出
     

資産 13,876 4,358 18,234 (0) 18,234

減価償却費 1,464 118 1,583 － 1,583

減損損失 － 63 63 － 63

資本的支出 2,262 684 2,947 － 2,947

　（注）１．事業区分の方法

事業は、提供するサービス・商品の類似性を考慮して区分しております。

２．各事業の主要な内容
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事業区分 主要な内容

ガス事業 ＬＰガスの供給、関連商品の販売、関連設備工事等

不動産事業 不動産の賃貸、販売及び仲介並びに管理

当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

 
ガス事業
（百万円）

不動産事業
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結（百万
円）

Ⅰ　売上高及び営業利益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 14,438 376 14,815 － 14,815

(2）セグメント間の内部売上高 1 － 1 (1) －

計 14,439 376 14,816 (1) 14,815

営業費用 13,049 257 13,306 (1) 13,305

営業利益 1,390 119 1,509 － 1,509

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及び

資本的支出
     

資産 14,109 3,920 18,029 (1) 18,027

減価償却費 1,683 121 1,805 － 1,805

減損損失 － 421 421 － 421

資本的支出 2,323 93 2,417 － 2,417

　（注）１．事業区分の方法

事業は、提供するサービス・商品の類似性を考慮して区分しております。

２．各事業の主要な内容

事業区分 主要な内容

ガス事業 ＬＰガスの供給、関連商品の販売、関連設備工事等

不動産事業 不動産の賃貸、販売及び仲介並びに管理

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がな

いため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の被所有
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

法人主要株

主

平山恒産

㈱

千葉県

船橋市
10

不動産事

業
31.05

兼任

１名
－

賃貸用土地・

建物の購入
311 － －

事務所家賃  102 － －

　（注）１．平山恒産㈱は、「その他の関係会社」に該当しており、また当社代表取締役会長平山貞夫並びにその近親者が

議決権の100％を保有している会社であることから、「主要株主が議決権の過半数を保有する会社」及び

「役員及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社」に該当しております。

２．取引金額には消費税等が含まれておりません。

３．不動産事業における所有不動産の見直しによりアパート賃貸物件等を購入したものであり、土地については

公示価格、近隣の売買を参考にし、建物は使用見積り原価により決定しており、支払条件は契約時手付金、引

渡時残金一括支払であります。

４．事務所家賃の取引条件は一般の取引条件と同様に決定しております。

 

当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１．連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権の所
有(被所有)
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）

主要株主
平山恒産

㈱

千葉県

船橋市
10 不動産事業

(被所有)

直接　31.05

事務所の賃貸 家賃の支払  100 －  －

役員の兼任     

　（注）１．平山恒産㈱は、「その他の関係会社」に該当しており、また当社代表取締役会長平山貞夫並びにその近親者が

議決権の100％を保有している会社であることから、「主要株主が議決権の過半数を保有する会社」及び

「役員及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社」に該当しております。

２．取引金額には消費税等が含まれておりません。

３．事務所家賃の取引条件は一般の取引条件と同様に決定しております。

２．連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権の所
有(被所有)
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
（百万円）

その他

（注）１

フジプロ

エネケー

ション㈱

長野県

安曇野市
10 

ＬＰガス及

び灯油の販

売

－

ＬＰガス及び

灯油の仕入

ＬＰガス及び

灯油の仕入
358買掛金  28

事務所の賃貸 家賃の支払  100 －  －

役員の兼任     

（注）１．フジプロエネケーション㈱は、当社取締役藤森康友並びにその近親者が議決権の100％を保有している会社

であります。

２．取引金額には消費税等が含まれておりません。

３．連結子会社㈱藤森プロパン商会が販売するＬＰガス及び灯油を同社から仕入れており、一般的な市場価格及

び取引条件と同様に決定しております。 

４．事務所家賃の取引条件は一般の取引条件と同様に決定しております。

（追加情報）

　当連結会計年度より「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用

しております。この結果、従来の開示対象範囲に加えて、フジプロエネケーション㈱を開示対象に追加しておりま

す。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 365円82銭

１株当たり当期純利益金額 28円89銭

１株当たり純資産額 388円31銭

１株当たり当期純利益金額 36円04銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）１株当たりの算定上の基礎は、以下のとおりであります。

１．１株当たり純資産額

 
前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

当連結会計年度末
（平成21年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 5,194 5,511

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
1 －

（うち少数株主持分） (1) －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 5,192 5,511

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（千株）
14,194 14,194

２．１株当たり当期純利益金額

 
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当期純利益（百万円） 410 511

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 410 511

期中平均株式数（千株） 14,195 14,194

（重要な後発事象）

　前連結会計年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

　当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１．当社は、平成21年４月１日において、当社の長野県松本地区のＬＰガス販売部門を分社化し、当社100％出資子

会社である株式会社藤森プロパン商会に承継しました。

(1) 会社分割の目的

　平成19年12月に長野県安曇野市、松本市およびその周辺地域においてＬＰガス小売事業を行っております株

式会社藤森プロパン商会(本社安曇野市)の全株式を取得し、グループ会社となったことから、地域密着、機能強

化ならびに事業運営の効率化を図ることを目的とし、同地域でのＬＰガス事業を再編することとしました。

(2) 会社分割する事業部門内容

　当社が所管している松本地区の顧客約2,000件に対するＬＰガス販売事業に関する全てと、これに関する資産

及び負債並びに契約上の地位等の権利義務を株式会社藤森プロパン商会が承継しました。
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(3) 会社分割の形態

　当社を分割会社とし、株式会社藤森プロパン商会を承継会社とする物的分割です。

(4) 実施した会計処理の概要及び承継会社の総資産等

　事業の移転元の適正な帳簿価額を基礎として会計処理しております。 また、承継会社の総資産は285百万円、

純資産は62百万円、従業員数は23名です。

(5) 会社分割の時期

　平成21年４月１日

(6) その他重要な事項等

　承継会社は、グループ内連結子会社のため連結業績に与える影響はありません。

２．株式会社旭商会の株式取得について

　当社は、平成21年４月16日において、株式会社旭商会の発行済株式数220,000株のうち203,600株（92.5％）を

61百万円で譲受し連結子会社としました。

(1) 株式譲受の目的

　グループ総合力の一環として、グループのＬＰガス販売地域を再編強化しておりますが、本件は青森県八戸市

中心に営業力の強化、商圏拡大を目指すことを目的に株式を譲受しました。

(2) 株式会社旭商会の会社概要

 1)商号 株式会社　旭商会

 2)主な事業内容 ＬＰガス、灯油、同関連器具の販売

 3)設立年月 昭和24年６月

 4)本社所在地 青森県八戸市小中野６-22-12 

 5)代表者 代表取締役社長　阿部哲造 

 6)資本金 11百万円（平成21年３月31日現在）

 7)従業員数 ６名

 8)売上高 129百万円（平成21年３月期）

 

EDINET提出書類

株式会社クレックス(E03334)

有価証券報告書

53/85



⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 1,253 1,480 1.2 －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,451 1,466 1.4 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 3,087 2,019 1.5
平成22年４月～　

平成29年６月

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

未払金 1,326 1,453 2.4 －

長期未払金 2,488 2,691 2.4
平成22年４月～　

平成26年２月

合計 9,606 9,111 － －

　（注）１．平均利率については、期末残高に対する加重平均を記載しております。

２．未払金の前期末残高及び当期末残高は、割賦契約による長期未払金のうち１年以内に支払予定のものであり

ます。

３．長期借入金及び長期未払金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 967 615 254 49

長期未払金 1,148 864 526 151

合計 2,116 1,480 781 201

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成20年４月１日

至平成20年６月30日

第２四半期

自平成20年７月１日

至平成20年９月30日

第３四半期

自平成20年10月１日

至平成20年12月31日

第４四半期

自平成21年１月１日

至平成21年３月31日

売上高（百万円） 3,694 2,779 3,573 4,768

税金等調整前四半期純利益

金額（百万円）
379 △147 277 534

四半期純利益金額

（百万円）
181 △127 163 294

１株当たり四半期純利益金

額（円）
12.76 △8.98 11.53 20.72
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 621 558

売掛金 ※2
 963

※2
 860

商品 209 74

貯蔵品 29 24

前払費用 32 31

繰延税金資産 18 31

関係会社短期貸付金 1,281 1,502

未収入金 142 114

その他 4 1

貸倒引当金 △6 △6

流動資産合計 3,297 3,190

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 11

※1
 12

減価償却累計額 △5 △6

建物（純額） 5 6

構築物 176 187

減価償却累計額 △140 △147

構築物（純額） 35 39

機械及び装置 5,985 6,747

減価償却累計額 △3,126 △3,669

機械及び装置（純額） 2,859 3,077

車両運搬具 72 76

減価償却累計額 △58 △64

車両運搬具（純額） 14 11

器具及び備品 36 35

減価償却累計額 △31 △31

器具及び備品（純額） 4 3

土地 ※1
 126

※1
 126

賃貸用建物 ※1
 576

※1
 631

減価償却累計額 △341 △362

賃貸用建物（純額） 235 268

賃貸用土地 ※1
 597

※1
 558

建設仮勘定 194 145

有形固定資産合計 4,073 4,238

無形固定資産

その他 9 10

無形固定資産合計 9 10
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 257 402

関係会社株式 1,008 981

出資金 2 1

関係会社長期貸付金 1,878 1,806

繰延税金資産 207 286

敷金及び保証金 117 124

会員権 120 120

保険積立金 58 62

その他 7 7

貸倒引当金 △89 △88

投資その他の資産合計 3,568 3,704

固定資産合計 7,650 7,952

資産合計 10,948 11,143

負債の部

流動負債

買掛金 1,448 1,142

短期借入金 150 328

1年内返済予定の長期借入金 715 707

未払金 533 573

未払法人税等 123 324

未払費用 15 16

預り金 16 19

賞与引当金 18 18

その他 1 41

流動負債合計 3,023 3,171

固定負債

長期借入金 ※1
 1,511

※1
 1,004

預り敷金及び保証金 531 605

長期未払金 813 947

退職給付引当金 19 21

役員退職慰労引当金 139 139

長期預り金 － 3

固定負債合計 3,016 2,722

負債合計 6,039 5,894
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 582 582

資本剰余金

資本準備金 411 411

資本剰余金合計 411 411

利益剰余金

利益準備金 83 83

その他利益剰余金

ガス発生設備準備金 290 320

ガス供給設備準備金 300 330

別途積立金 950 980

繰越利益剰余金 2,383 2,687

利益剰余金合計 4,007 4,401

自己株式 △167 △167

株主資本合計 4,834 5,227

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 74 21

評価・換算差額等合計 74 21

純資産合計 4,908 5,249

負債純資産合計 10,948 11,143
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高

ガス事業売上高 ※5
 9,189

※5
 9,531

不動産事業収入 ※5
 50

※5
 56

売上高合計 9,239 9,587

売上原価

ガス事業売上原価 7,252 7,274

不動産事業売上原価 36 31

売上原価合計 7,289 7,306

売上総利益 1,950 2,281

販売費及び一般管理費 ※1
 1,219

※1
 1,290

営業利益 730 990

営業外収益

受取利息 ※5
 58

※5
 69

受取配当金 3 3

受取経営指導料 ※5
 24

※5
 28

有価証券売却益 － 1

雑収入 25 26

営業外収益合計 112 130

営業外費用

支払利息 59 66

その他 － 0

営業外費用合計 59 66

経常利益 783 1,054

特別利益

固定資産売却益 ※2
 0

※2
 5

特別利益合計 0 5

特別損失

固定資産売却損 ※3
 0

※3
 1

固定資産除却損 ※4
 3

※4
 1

関係会社株式評価損 － 27

減損損失 ※6
 39

※6
 78

特別損失合計 43 108

税引前当期純利益 740 952

法人税、住民税及び事業税 304 472

法人税等調整額 19 △56

法人税等合計 324 416

当期純利益 416 535
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【売上原価明細書】

（ガス事業売上原価明細書）

  
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　商品仕入原価        

１．期首商品たな卸高  90  209  

２．当期商品仕入高  5,788  4,968  

合計  5,879  5,177  

３．期末商品たな卸高  209 5,67078.2 74 5,10370.2

Ⅱ　工事原価（注）        

１．期首受注工事  －   －   

２．外注工事費  76  81  

合計  76  81  

３．期末受注工事  － 76 1.0 － 81 1.1

Ⅲ　経費        

１．減価償却費  539  604  

２．消耗品費  738  1,220  

３．賃借料  153  191  

４．その他  75 1,50620.8 73 2,08928.7

ガス事業売上原価   7,252100.0 7,274100.0

        

　（注）　Ⅱ　工事原価につきましては、個別原価計算を採用しております。

（不動産事業原価明細書）

  
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　減価償却費   18 51.0 21 68.6

Ⅱ　その他   18 49.0 9 31.4

不動産事業原価   36 100.0 31 100.0
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 582 582

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 582 582

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 411 411

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 411 411

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 83 83

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 83 83

その他利益剰余金

ガス発生設備準備金

前期末残高 260 290

当期変動額

ガス発生設備準備金の積立 30 30

当期変動額合計 30 30

当期末残高 290 320

ガス供給設備準備金

前期末残高 270 300

当期変動額

ガス供給設備準備金の積立 30 30

当期変動額合計 30 30

当期末残高 300 330

別途積立金

前期末残高 920 950

当期変動額

別途積立金の積立 30 30

当期変動額合計 30 30

当期末残高 950 980
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 2,198 2,383

当期変動額

ガス発生設備準備金の積立 △30 △30

ガス供給設備準備金の積立 △30 △30

別途積立金の積立 △30 △30

剰余金の配当 △141 △141

当期純利益 416 535

当期変動額合計 184 303

当期末残高 2,383 2,687

利益剰余金合計

前期末残高 3,732 4,007

当期変動額

ガス発生設備準備金の積立 － －

ガス供給設備準備金の積立 － －

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △141 △141

当期純利益 416 535

当期変動額合計 274 393

当期末残高 4,007 4,401

自己株式

前期末残高 △166 △167

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △167 △167

株主資本合計

前期末残高 4,559 4,834

当期変動額

剰余金の配当 △141 △141

当期純利益 416 535

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 274 393

当期末残高 4,834 5,227
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 124 74

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△49 △53

当期変動額合計 △49 △53

当期末残高 74 21

評価・換算差額等合計

前期末残高 124 74

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△49 △53

当期変動額合計 △49 △53

当期末残高 74 21

純資産合計

前期末残高 4,684 4,908

当期変動額

剰余金の配当 △141 △141

当期純利益 416 535

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △49 △53

当期変動額合計 224 340

当期末残高 4,908 5,249
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【重要な会計方針】
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項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．有価証券の評価基準及

び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用して

おります。

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

 (2）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用して

おります。

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準

及び評価方法

(1）商品

総平均法による原価法

(1）商品

　ガスは総平均法による原価法 

 (2）受注工事

個別法による原価法

　ガス器具は個別法による原価法

 (3）貯蔵品

最終仕入原価法

(2）貯蔵品

　最終仕入原価法

　貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定しており

ます。 

（会計方針の変更）

　当事業年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号 

平成18年７月５日公表分）を適用してお

ります。

　これによる当事業年度の業績への影響

はありません。

３．固定資産の減価償却の

方法

(1）有形固定資産

　減価償却の方法は以下のとおりであり

ます。

　建物及び賃貸用建物　　　定額法

　機械装置　　　　　　　　定率法

　その他　　　　　　　　　定率法

(1）有形固定資産

　減価償却の方法は以下のとおりであり

ます。

　　　　　　　同左

 　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物 11年～38年

機械装置 ４年～13年

賃貸用建物 12年～47年

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

同左

 　また、取得価額10万円以上20万円未満の

減価償却資産については、３年間で均等

償却しております。
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項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

 （会計方針の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴い、当事業

年度より、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に変更し

ております。

　これにより営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益は、それぞれ14百万円減少

しております。

（会計方針の変更）

───────

 （追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月31

日以前に取得した資産については、改正

前の法人税法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５％に到達した事

業年度の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年間

にわたり均等償却し、減価償却費に含め

て計上しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益がそれぞれ1百万円減少し

ております。

（追加情報）

───────

 (2）無形固定資産

　定額法を採用しております。　　

　なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用しております。

　また、営業権については５年間で均等償

却しております。

(2）無形固定資産

同左

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員対して支給する賞与の支出に充

てるため、将来の支給見込額のうち当事

業年度負担額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、退職給

付会計に関する実務指針（会計制度委員

会報告13号）に定める簡便法により、当

事業年度末における自己都合退職による

期末要支給額の100％から年金資産を控

除した額を計上しております。

(3）退職給付引当金

同左

 (4）役員退職慰労引当金

　役員の退職に際し支給する退職金に充

てるため、内規に基づく期末現在の要支

給額を計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

───────

６．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項

(1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理

同左

(2）リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、個々のリー

ス資産に重要性が乏しいと認められる

ため、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。

【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

─────── ───────

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

（貸借対照表）

　前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しており

ました「未収入金」は、当期において、資産の総額の100分

の１を超えたため区分掲記しました。

　なお、前期末の「未収入金」は79百万円であります。

 

───────

【追加情報】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

※１．担保に供している資産並びに担保付債務は次のとお

りであります。

※１．担保に供している資産並びに担保付債務は次のとお

りであります。

（担保資産）   

建物 0百万円

土地 43 

賃貸用建物 77 

賃貸用土地 219 

計 340 

（担保資産）   

建物 0百万円

土地 43 

賃貸用建物 62 

賃貸用土地 171 

計 278 

（担保付債務）   

長期借入金 230百万円

（担保付債務）   

長期借入金 440百万円

※２．関係会社に対するものが次のとおり含まれておりま

す。

※２．関係会社に対するものが次のとおり含まれておりま

す。

売掛金 390百万円 売掛金 282百万円

３．偶発債務 ３．偶発債務

　関係会社の金融機関等よりの借入に対し、次のとおり

債務保証を行っております。

　関係会社の金融機関等よりの借入に対し、次のとおり

債務保証を行っております。

トーホクガス㈱ 508百万円

札幌ガス㈱ 154 

㈱クレックス三和 9 

合計 671 

トーホクガス㈱ 281百万円

札幌ガス㈱ 221 

㈱クレックス三和 5 

㈱藤森プロパン商会 55 

合計 562 
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

※１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

　なお、販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する

費用の割合はおおよそ24％であり、一般管理費に属す

る費用の割合はおおよそ76％であります。

　なお、販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する

費用の割合はおおよそ22％であり、一般管理費に属す

る費用の割合はおおよそ78％であります。

支払手数料 81百万円

業務委託料 61 

役員報酬 99 

給与・賞与 439 

賞与引当金繰入額 18 

法定福利費 59 

交際費 49 

減価償却費 30 

販売手数料 22 

地代家賃 103 

支払手数料 87百万円

業務委託料 65 

役員報酬 101 

給与・賞与 482 

賞与引当金繰入額 18 

法定福利費 61 

交際費 51 

減価償却費 10 

販売手数料 14 

地代家賃 105 

※２．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 ※２．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

機械装置 0百万円 機械装置 5百万円

※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※３．固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

機械装置 0百万円 機械装置 1百万円

※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※４．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

機械装置 3百万円 機械装置 1百万円

※５．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

※５．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

ガス事業売上高 4,027百万円

不動産事業収入 36 

受取利息 57 

受取経営指導料 24 

ガス事業売上高 3,675百万円

不動産事業収入 40 

受取利息 65 

受取経営指導料 28 

※６．減損損失

当社は、賃貸不動産について、個別物件を単位として資産グ

ループとしております。

　賃貸不動産に係る賃料水準の大幅な下落及び継続的な地価の下

落により、当社は当事業年度において、収益性が著しく低下した

以下の賃貸不動産１件の帳簿価格を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失39百万円として特別損失に計上いたしまし

た。

※６．減損損失

当社は、賃貸不動産について、個別物件を単位として資産グ

ループとしております。

　賃貸不動産に係る賃料水準の大幅な下落及び継続的な地価の下

落により、当社は当事業年度において、収益性が著しく低下した

以下の賃貸不動産３件の帳簿価格を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失 78百万円として特別損失に計上いたしまし

た。

場所 用途 種類
減損損失
（百万円）

埼玉県

　熊谷市
賃貸アパート

賃貸用土地

賃貸用建物

32

7

合　計   39

　なお、回収可能価額は、路線価を基に実勢価格を加味して算定し

た正味売却価額から処分費用等を控除した額をもって算定いた

しました。

場所 用途 種類
減損損失
（百万円）

茨城県土浦市他２件
賃貸

アパート

賃貸用土地

賃貸用建物

55

22

合　計   78

　なお、回収可能価額は、路線価を基に実勢価格を加味して算定し

た正味売却価額から処分費用等を控除した額をもって算定いた

しました。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 220 1 － 221

合計 220 1 － 221

（注）　当事業年度における増加株式数は、会社法第155条第７号に規定する単元未満株式の買取請求にもとづく取得によ

るものです。

当事業年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 221 0 － 221

合計 221 0 － 221

（注）　当事業年度における増加株式数は、会社法第155条第７号に規定する単元未満株式の買取請求にもとづく取得によ

るものです。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引については、個々のリー

ス資産に重要性が乏しいと認められるため、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置 510 250 260
器具・備品 375 149 225

合計 885 400 485

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累計
額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置 457 225 232
器具・備品 500 232 268

合計 958 457 500

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 160百万円

１年超 335百万円

合計 496百万円

１年内 182百万円

１年超 340百万円

合計 523百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 (3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 168百万円

減価償却費相当額 153百万円

支払利息相当額 13百万円

支払リース料 203百万円

減価償却費相当額 189百万円

支払利息相当額 14百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年内 0百万円

１年超 － 百万円

合計 0百万円

２．オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年内 0百万円

１年超 － 百万円

合計 0百万円

（有価証券関係）

　前事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）及び当事業年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月

31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成20年３月31日）

当事業年度
（平成21年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

 （百万円）

繰延税金資産（流動資産）  

未払事業税 10

貸倒引当金 0

賞与引当金 7

繰延税金資産（流動資産）計 18

繰延税金資産（固定資産）  

ゴルフ会員権評価差額 47

子会社株式評価引当金 71

役員退職慰労引当金 56

退職給付引当金 7

その他有価証券評価損 30

減価償却超過額 0

減損損失 42

その他 0

繰延税金資産（固定資産）計 257

繰延税金負債（固定資産）との相殺 △50

繰延税金資産（固定資産）の純額 207

繰延税金負債（固定資産）  

その他有価証券評価差額 △50

繰延税金負債（固定負債）計 △50

繰延税金資産（固定資産）との相殺 50

繰延税金負債（固定資産）の純額 －

 （百万円）

繰延税金資産（流動資産）  

未払事業税 23

貸倒引当金 1

賞与引当金 7

繰延税金資産（流動資産）計 31

繰延税金資産（固定資産）  

ゴルフ会員権評価差額 47

子会社株式評価引当金 82

役員退職慰労引当金 56

退職給付引当金 8

その他有価証券評価損 30

減価償却超過額 14

減損損失 59

その他 0

繰延税金資産（固定資産）計 300

繰延税金負債（固定資産）との相殺 △14

繰延税金資産（固定資産）の純額 286

繰延税金負債（固定資産）  

その他有価証券評価差額 △14

繰延税金負債（固定負債）計 △14

繰延税金資産（固定資産）との相殺 14

繰延税金負債（固定資産）の純額 －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

財務諸表提出会社の法定実効税率 40.4％

（調整）交際費等永久に損金・益金に算入

されない項目
2.7 

均等割 0.5 

その他 0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.7 

財務諸表提出会社の法定実効税率 40.4％

（調整）交際費等永久に損金・益金に算入

されない項目
2.3 

均等割 0.4 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.1 
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 345円82銭 369円80銭

１株当たり当期純利益金額 29円37銭 37円74銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額

　潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

（注）１株当たりの算定上の基礎は、以下のとおりであります。

１．１株当たり純資産額

 
前事業年度末

（平成20年３月31日）
当事業年度末

（平成21年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 4,908 5,249

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 4,908 5,249

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（千株）
14,194 14,194

２．１株当たり当期純利益金額

 
前事業年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

当事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当期純利益（百万円） 416 535

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 416 535

期中平均株式数（千株） 14,195 14,194

（重要な後発事象）

　前事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

　当事業年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１．当社は、平成21年４月１日において、当社の長野県松本地区のＬＰガス販売部門を分社化し、当社100％出資子

会社である株式会社藤森プロパン商会に承継しました。

(1) 会社分割の目的

　平成19年12月に長野県安曇野市、松本市およびその周辺地域においてＬＰガス小売事業を行っております株

式会社藤森プロパン商会（本社安曇野市）の全株式を取得し、グループ会社となったことから、地域密着、機能

強化ならびに事業運営の効率化を図ることを目的とし、同地域でのＬＰガス事業を再編することとしました。

(2) 会社分割する事業部門内容

　当社が所管している松本地区の顧客約2,000件に対するＬＰガス販売事業に関する全てと、これに関する資産

及び負債並びに契約上の地位等の権利義務を株式会社藤森プロパン商会が承継しました。

(3) 会社分割の形態

　当社を分割会社とし、株式会社藤森プロパン商会を承継会社とする物的分割です。
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(4) 実施した会計処理の概要及び承継会社の総資産等

　事業の移転元の適正な帳簿価額を基礎として会計処理しております。 また、承継会社の総資産は285百万円、

純資産は62百万円、従業員数は23名です。

(5) 会社分割の時期

　平成21年４月１日

(6) その他重要な事項等

　当社が分割する長野営業所のＬＰガス販売事業における平成21年３月期の売上高は160百万円であります。

２．株式会社旭商会の株式取得について

　当社は、平成21年４月16日において、株式会社旭商会の発行済株式数220,000株のうち203,600株（92.5％）を

61百万円で譲受し連結子会社としました。

(1) 株式譲受の目的

　グループ総合力の一環として、グループのＬＰガス販売地域を再編強化しておりますが、本件は青森県八戸市

中心に営業力の強化、商圏拡大を目指すことを目的に株式を譲受しました。

(2) 株式会社旭商会の会社概要

 1)商号 株式会社　旭商会

 2)主な事業内容 ＬＰガス、灯油、同関連器具の販売

 3)設立年月 昭和24年６月

 4)本社所在地 青森県八戸市小中野６-22-12 

 5)代表者 代表取締役社長　阿部哲造 

 6)資本金 11百万円（平成21年３月31日現在）

 7)従業員数 ６名

 8)売上高 129百万円（平成21年３月期）

（共通支配下の取引等）

前事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

北海道瓦斯株式会社 918,000 235

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャルグループ 74,140 35

株式会社千葉興業銀行 50,000 48

株式会社京葉銀行 124,309 49

株式会社千葉銀行 35,885 17

シナネン株式会社 28,429.24 12

大多喜ガス株式会社 2,904 1

株式会社ケーヨー 1,843 0

株式会社みずほフィナンシャルグループ 1,150 0

日本農薬株式会社 1,680 1

未上場株式（１銘柄） 20 1

小計 1,238,360.24 402

計 1,238,360.24 402

【債券】

該当事項はありません。

【その他】

該当事項はありません。
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(百万円)

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産        

建物 11 1 － 12 6 1 6

構築物 176 28 18 187 147 24 39

機械装置 5,985 807 46 6,747 3,669 580 3,077

車輌運搬具 72 3 － 76 64 5 11

器具・備品 36 1 2 35 31 2 3

土地 126 － － 126 － － 126

賃貸用建物 576 77
22

(22)
631 362 21 268

賃貸用土地 597 15
55
(55)

558 － － 558

建設仮勘定 194 978 1,027 145 － － 145

有形固定資産計 7,777 1,915
1,172
(77)

8,521 4,282 636 4,238

無形固定資産        

その他 10 1 － 11 1 0 10

無形固定資産計 10 1 － 11 1 0 10

長期前払費用 － － － － － － －

繰延資産 － － － － － － －

　（注）１．当期増加額の主なものは、下記のとおりであります。

構築物 容器貯蔵庫 28百万円

機械装置 配管設備 807 

賃貸用建物 アパートの取得 15 

賃貸用土地 アパートの取得 77 

建設仮勘定 配管設備 978 

２．当期減少額の主なものは、下記のとおりであります。

構築物 容器貯蔵庫の除却 18百万円

機械装置 配管設備の売却 23 

 配管設備の除却 22 

賃貸用建物 減損損失 22 

賃貸用土地 減損損失 55 

建設仮勘定 配管設備の機械装置への振替等 1,027 

３．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。.

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金（注） 95 0 － 1 95

賞与引当金 18 18 18 － 18

役員退職慰労引当金 139 － － － 139

　（注）　貸倒引当金の当期減少額（その他）は貸倒実績率による一般債権に対する洗替えによる戻入であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 18

預金  

当座預金 479
普通預金 1
定期預金 19
別段預金 5
郵便振替貯金 34

小計 539

合計 558

ロ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

トーホクガス㈱ 204
札幌ガス㈱ 75
㈱レオパレス２１ 21
シナネン㈱ 6
その他 553

合計 860

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A） (B） (C） (D）
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

963 10,007 10,110 860 92.2 33.4

（注）当期発生高には、消費税等が含まれております。

ハ．商品

区分 金額（百万円）

ＬＰガス 29
ガス器具 44

合計 74

ニ．貯蔵品
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区分 金額（百万円）

ガス配管部材 24

合計 24

ホ．関係会社短期貸付金

区分 金額（百万円）

トーホクガス㈱ 560

札幌ガス㈱ 880

㈱クレックス三和 62

合計 1,502

②　固定資産

イ．関係会社株式

区分 金額（百万円）

トーホクガス㈱ 159

札幌ガス㈱ 98

㈱藤森プロパン商会 667

常総ガス㈱ 40

宮城ガス㈱ 7

㈱クレックス三和 10

合計 981

ロ．関係会社長期貸付金

区分 金額（百万円）

トーホクガス㈱ 1,380

札幌ガス㈱ 426

合計 1,806

③　流動負債

イ．買掛金

相手先 金額（百万円）

アストモスエネルギー㈱ 322
リコーエレメックス㈱ 114
リンナイ㈱ 113
㈱ノーリツ 69
矢崎総業㈱ 68
その他 453

合計 1,142

ロ．短期借入金
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借入先 金額（百万円）

㈱千葉興業銀行 170

㈱千葉銀行 100

㈱みずほ銀行 58

合計 328

ハ．未払金

相手先 金額（百万円）

三菱ＵＦＪリース㈱ 545

その他 27

合計 573

④　固定負債

ニ．長期借入金

借入先 金額（百万円） 使途 返済期限 返済条件 担保

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行
750 設備資金 平成24年12月 分割 土地・建物

(243) 〃 平成22年３月 〃 〃

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱
120 〃 平成22年３月 〃 －

(120) 〃 平成22年３月 〃 －

㈱商工組合中央金庫
517 〃 平成25年２月 〃 土地・建物

(244) 〃 平成22年３月 〃 〃

㈱千葉興業銀行
103 〃 平成23年10月 〃 －

(39) 〃 平成22年３月 〃 －

㈱千葉銀行
220 〃 平成24年11月 〃 －　

(60) 〃 平成22年３月 〃 －

総合計

長期借入金 1,711 －

１年以内返済予定

長期借入金
(707) －

差引 1,004 －

ホ．長期未払金

相手先 金額（百万円）

三菱ＵＦＪリース㈱ 947

合計 947

ヘ．預り敷金及び保証金 

区分 金額（百万円）

保証金 598

預り敷金 7

合計 605

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

買取手数料
以下の算出により１単元当たりの金額を算定し、これを買取った単元未満株

式の数で按分した金額の50％とする。

（算出）１株当たりの買取単価に１単元の株式数を乗じた金額のうち、次の

金額区分ごとに算出した金額の合計金額とする。

100万円以下の金額につき 1.150％

100万円を超え500万円以下の金額につき0.900％

500万円を超え1,000万円以下の金額につき0.700％

1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき0.575％

3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき0.375％

（円未満の端数を生じた場合には切り捨てる。）

ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合は、

2,500円とする。

公告掲載方法

　電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公告に

よることができない場合には、日本経済新聞に掲載する方法で行う。

（　公告掲載URL　http://www.clex.co.jp　）

株主に対する特典 株主優待あり

（注）　平成19年６月28日開催の定時株主総会の決議により、定款に単元未満株主の権利制限について次のとおりの規定を定めております。

　単元未満株主は、会社法第189条第２項に掲げる権利、同法166条第１項に基づき請求する権利並びに株主の有する株式数に応じて募集株式

の割当て及び募集新株予約権の割当を受ける権利以外の権利を行使することができない。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第48期）（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）平成20年６月27日関東財務局長に提出。

(2）四半期報告書

　（第49期第１四半期）（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）平成20年８月14日関東財務局長に提出。

　（第49期第２四半期）（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）平成20年11月13日関東財務局長に提出。

　（第49期第３四半期）（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）平成21年２月12日関東財務局長に提出。

(3）有価証券報告書の訂正報告書

　平成20年６月11日関東財務局長に提出。

事業年度（第47期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。

(4）四半期報告書の訂正報告書及び確認書

　平成20年11月７日関東財務局長に提出。

（第49期第２四半期）（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）の四半期報告書に係る訂正報告書及びその確

認書であります。

　平成20年11月19日関東財務局長に提出。

（第49期第２四半期）（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）の四半期報告書に係る訂正報告書及びその確

認書の訂正確認書及びその確認書であります。

(5）自己株券買付状況報告書

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成２０年６月１９日  

株式会社クレックス    

 取締役会　御中  

 千葉第一監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 田中　昌夫　　印

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 本橋　雄一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社クレックスの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国おいて一般に公正妥当と認めれる企業会計の基準に準拠して、株式会社ク

レックス及び連結子会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

（注記文）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添

付する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成２１年６月２３日  

株式会社クレックス    

 取締役会　御中  

 千葉第一監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 田中　昌夫　　印

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 本橋　雄一　　印

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社クレックスの平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表に

ついて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対

する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国おいて一般に公正妥当と認めれる企業会計の基準に準拠して、株式会社ク

レックス及び連結子会社の平成２１年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社クレックスの平成

２１年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制

報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明するこ

とにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性

がある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、株式会社クレックスが平成２１年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

（注記文）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添

付する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

株式会社クレックス(E03334)

有価証券報告書

83/85



独立監査人の監査報告書

  平成２０年６月１９日　  

株式会社クレックス    

 取締役会　御中  

 千葉第一監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 田中　昌夫　　印

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 本橋　雄一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社クレックスの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第４８期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ク

レックスの平成２０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

 　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

（注記文）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成２１年６月２３日　  

株式会社クレックス    

 取締役会　御中  

 千葉第一監査法人  

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 田中　昌夫　　印

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 本橋　雄一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社クレックスの平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの第４９期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ク

レックスの平成２１年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

 　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

（注記文）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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